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研究ノート
西ドイツ原子力産業関連統計の考察と今後の研究課題
中　屋　宏　隆　
河　﨑　信　樹　
はじめに
　本稿は、第Ⅰ節でドイツの原子力産業関連の統計を分析することで、今後のドイツ原子力
産業研究の足がかりを掴むことを目的とする。対象は主に、東西ドイツが分断されていた
1949 年から 1990 年のドイツ連邦共和国（Bundesrepublik Deutschland、以下西ドイツと略）
であるが、必要な限りにおいてそれ以外の時期のドイツにも言及することにする。第Ⅱ節で
は、主に経済史的視点より、西ドイツの原子力政策の展開を整理し、そこから今後の研究課
題を明らかにしたい。
Ⅰ　西ドイツ原子力産業関連統計の分析
（１）ドイツ原子力発電所建設の推移と現状
　現在ドイツで稼働中の原子力発電所（Atomkraftwerk、以下原発と略）は、9 基である。
表 1 中の DWR（Druckwasserreaktor）は加圧水型軽水炉のことであり、9 基中 7 基はこの
要　　旨
　ドイツは、2011 年に脱原発を再び宣言した。日本では、その政策実現に向けた動向が
注目されている。また、多くの研究文献でも、ドイツの脱原発の動きは検討されており、
本稿では、そうした研究史の吸収に加え、これまであまり検討されて来なかったドイツ
の原子力発電のエネルギー政策上の意義を考察するための研究材料を整理することを目
的としている。その結果、ドイツはかつて十分に原発大国と言える状況に陥っていたと
いう事実とドイツのエネルギー政策の中での原子力発電の役割を再検討する必要性が明
らかになった。
キーワード：原子力産業；軽水炉；重水炉；濃縮ウラン；天然ウラン；KWU；Euratom
経済学文献季報分類番号：04-44；08-32；08-33
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炉型である。それに対して、SWR（Siedewasserreaktor）は沸騰水型軽水炉のことであり、
残りの 2 基の稼働に留まっている。
表 1　現在ドイツで稼働中の原子力発電所
原発名 出力（MW）
稼働開始年 /
停止予定 炉型 立地州
Brokdorf 1480 1986/2021 DWR SH
Emsland 1400 1988/2022 DWR NS
Grafenrheinfeld 1345 1982/2015 DWR BY
Grohnde 1430 1985/2021 DWR NS
Gundremmingen B 1344 1984/2017 DWR BY
Gundremmingen C 1344 1985/2021 DWR BY
Isar II 1485 1988/2022 DWR BY
Neckarwestheim II 1400 1989/2022 SWR BW
Philippsburg II 1468 1985/2019 SWR BW
出典） Deutsches Atomforum HP（http://www.kernenergie.de/kernenergie/index.
php（2014 年 6 月 20 日アクセス））と若尾・本田編（2012）、viii-ix ページを参
考に作成。立地州の略称は、SH ＝ Schleswig-Holstein、NS ＝ Niedersachsen、
BY ＝ Bayern、BW ＝ Baden-Württemberg。
　2011 年の福島第一原発の事故を受けて、ドイツは 2022 年までに全原発を停止させること
を決定したが、この方針を受けて当時稼働中であった原発の一部が稼働停止となった。それ
が表 2 の 8 基の原発である。Krümmel を除いては、全て 1970 年代に稼働を開始した原発で
あり、現在稼働中のものに比べると比較的古い時期に作られたものが停止していることがわ
かる。出力に関しても、1000MW を超えない原発は現在稼働しておらず、2011 年の停止原
発を選択する際に、一定の経済性と安全性が配慮されたことが窺える。
表 2　現在ドイツで稼働停止中の原子力発電所
原発名 出力（MW） 稼働開始年 炉型 立地州
Brunsbüttel 806 1977 SWR SH
Unterweser 1410 1978 DWR NS
Krümmel 1402 1984 SWR SH
Biblis A 1225 1974 DWR HE
Biblis B 1300 1976 DWR HE
Philippsburg I 926 1979 SWR BW
Neckarwetheim I 840 1976 DWR BW
Isar I 912 1979 SWR BY
出典） 表 1 と同じ。立地州の略称は、HE ＝ Hessen。なお、Krümmel は 2007 年の火
災のため、2011 年には既に停止していた。
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　次の表 3 に見るのが、既に廃炉が決定している、もしくは廃炉が完了したドイツの 13
基の原発である。現状は、「廃炉準備」「廃炉」「撤去」に分けられる。「撤去」段階は
Großwelzheim、Niederaichbach、Kahl に該当するが、これらは原子炉の撤去まで終了し、
完全に廃炉が終了した段階である。「廃炉準備」と「廃炉」は、その前段階である。また、
この表から読み取れるのは、戦後ドイツは、重水炉といわれる天然ウランを利用できる原子
炉や高速増殖炉などの新型原子炉の模索を続けて来た歴史を持っているということである。
しかし、こうした新型の原子炉開発はうまく行かず、実用化を断念したのである 1）。その結
果、表 1 にみた現在稼働中の原発は、全て濃縮ウランを原料とする軽水炉となっている。なお、
これらの原発の他にも、東部ドイツ地域でドイツ民主共和国（Deutsche Demokratische 
Republik、以下東ドイツと略）時代に Rheinsberg と Greifswald に合計 6 基の原発が稼働し
ていたが、1990 年に停止し、その後「廃炉」段階に至っている。
表 3　ドイツの廃炉原発
原発名 出力（MW） 稼働期間 炉型 立地州 現状
Großwelzheim 25 1969 - 1971 SWR BY 撤去
Niederaichbach 106 1972 - 1974 重水ガス冷却炉 BY 撤去
Lingen 268 1968 - 1976 SWR NS 廃炉準備
Gundremmingen A 250 1966 - 1977 SWR BY 廃炉
Karlsruhe 57 1965 - 1984 多目的研究炉 BW 廃炉
Kahl 16 1961 - 1985 SWR BY 撤去
Jülich 15 1967 - 1988 高温ガス炉 NW 廃炉
Hamm-Uentrop 308 1985 - 1988 トリウム高温ガス炉 NW 廃炉準備
Mülheim-Kärlich 1.302 1986 - 1988 DWR RP 廃炉
Karlsruhe II 21 1977 - 1991 高速増殖炉 BW 廃炉
Würgassen 670 1971 - 1994 SWR NW 廃炉
Stade 672 1972 - 2003 DWR NS 廃炉
Obrigheim 357 1969 - 2005 DWR BW 廃炉
出典） 表 1 と同じ。立地州の略称は、RP ＝ Rheinland-Pfalz、NW ＝ Nordrhein-Westfalen。
　以上の西ドイツで稼働を開始した原発数とその出力規模を時系列に整理したものが以下の
図 1 である。
　この図からわかるように、原発の稼働数は着実に 60 年代後半から 80 年代にかけて増加し
た。出力規模に関しては、70 年代に 1000MW 級の原発が作られるようになると拡大し、80
年代末には西ドイツ全体で 2 万 MW の出力規模に到達した。この図においては 1979 年のス
リーマイル島の事故や 1986 年のチェルノブイリ原発事故の影響が、当該時期に稼働数を示
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すグラフが、水平となっていることから一定程度読み取れるが、その一方で長期的には稼働
数と出力規模が安定的に拡大していることも明らかである。
図 1　西ドイツの原発稼働数と出力合計の推移
出典） 表 1 ～ 3 の情報をもとに数値を合計し、グラフ化した。なお、稼働数や出力数は、日時デー
タではなく、年区切りでのデータによって集計したため、各年で多少の誤差がある。
  これに対して、同時代の諸外国の原発の稼働状況はどうであったのであろうか。以下の図
2 は冷戦期の主要国の原発稼働数である。50 年代から 60 年代にかけては、英国とアメリカ
が原発建設を牽引していた。70 年代になると、西ドイツ以外に、フランス、カナダ、日本、
ロシアが 10 基以上の原発の稼働を開始した。中でも、フランスと日本は英国を上回る原発
の建設をして行くことになった。西ドイツは、その両国には及ばないが、カナダと同程度ま
で保有原発を拡大させていたのである。
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図 2　主要国の原発稼働数の推移
出典） OECD/Nuclear Energy Agency（2007）,  pp.171-173 を参考に作成。
　原子力産業を考察する上で、重要となってくるのが、原子力発電の原料となるウランの生
産と調達の問題である。冷戦期において、主にウランを生産していたのは、西側陣営では以
下の表 4 にある通り、アメリカ、カナダ、南アフリカ、オーストラリアである。東側陣営で
は、ソ連、東ドイツ、チェコである。50 ～ 60 年代にかけて、英国とアメリカが原子力発電
所を拡大させた背景には、こうした自国（英国は英連邦）での豊富なウランの産出というの
が一つの要因であったと言える。
表 4　ウラン生産主要国の生産量推移（単位はトン）
年 アメリカ カナダ 南アフリカ オーストラリア ソ連 東ドイツ チェコ
1960 13568 9807 4930 935 3800 5356 3036
1961 13346 7417 4207 1199 3900 5991 2846
1962 13084 6485 3865 1049 4000 6371 2941
1963 10937 6425 3479 919 4100 6730 2859
1964 9113 5604 3415 283 4200 6983 2878
1965 8033 3418 2262 285 4300 7090 2839
1966 8146 3025 2530 166 5500 7070 2848
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年 アメリカ カナダ 南アフリカ オーストラリア ソ連 東ドイツ チェコ
1967 8657 3234 3080 166 6200 7110 2891
1968 9515 3200 2985 165 7000 6948 2745
1969 8931 3430 3080 254 7900 6412 2720
1970 9928 3520 3167 254 8300 6389 2627
1971 9442 3830 3220 0 8900 6485 2638
1972 9924 4000 3197 0 9600 6627 2664
1973 10182 3710 2735 0 10500 6721 2746
1974 8868 3420 2711 0 11500 6777 2378
1975 8924 3560 2488 0 13000 6884 2402
1976 9806 4850 2758 359 14250 6695 2434
1977 11493 5790 3360 356 14800 6314 2426
1978 14221 6800 3961 516 15500 6158 2365
1979 14414 6820 4797 706 15600 5266 2400
1980 16811 7150 6146 1561 15700 5245 2482
1981 14799 7720 6131 2860 15800 4877 2532
1982 10335 8080 5816 4453 15700 4622 2588
1983 8138 7140 6060 3218 15700 4477 2534
1984 5724 11169 5732 4390 15600 4426 2549
1985 4352 10880 4880 3252 15900 4470 2623
1986 5195 11720 4602 4154 15900 4086 2578
1987 4997 12440 3963 3780 15900 4059 2560
1988 5050 12393 3800 3534 16000 3924 2468
1989 5324 11323 2943 3657 15000 3800 2407
1990 3420 8729 2460 3519 14500 2972 2142
出典）OECD/Nuclear Energy Agency（2007）,  pp.256-258 を参考に作成。
　また、西ドイツで主に利用されている軽水炉型原子力発電において、原料となるウランは
濃縮されなければ利用できない。この濃縮技術に関しても、以下の表 5 に見るように一部の
国に独占されてきた。ウランを自国で産出することがほとんどできない西ドイツにとって、
安定的な濃縮ウランの調達を、諸外国との連携の中で模索しながら、原子力発電を拡大しな
ければならなかった。また、表 4 に見るように東ドイツでは豊富にウランが産出されていた。
東西の対立状況の中で、東ドイツの豊富なウラン埋蔵量の脅威から、西ドイツは原子力研究
を継続していたという側面もあるかもしれない。
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表 5　冷戦期濃縮ウラン工場の所在地・経営体・濃縮方法・稼働時期・供給能力
国 所在地 経営体 濃縮方法 稼働時期 供給能力（t/SWU 年）
アメリカ
Oak Ridge 米国エネルギー省 ガス拡散法 1945 年～ 8500
Portsmouth 米国エネルギー省 ガス拡散法 1956 ～ 2001 年 7400
Paducah 米国エネルギー省 ガス拡散法 1954 ～ 1985 年 11300
フランス Tricastin Eurodif ガス拡散法 1979 年～ 10800
英国
Capenhurst 英国原子力公社 ガス拡散法 1953 ～ 1982 年 350
Capenhurst Urenco 遠心分離法 1972 年～ 2300
西ドイツ Gronau Urenco 遠心分離法 1985 年～ 1800
オランダ Almelo Urenco 遠心分離法 1973 年～ 2200
ソ連
Novouralsk ソ連中型機械工業省 ガス拡散法 1949 年～ 7000
Zelenogorsk ソ連中型機械工業省 ガス拡散法 1964 年～ 3000
Seversk ソ連中型機械工業省 ガス拡散法 1950 年～ 4000
Angarsk ソ連中型機械工業省 ガス拡散法 1954 年～ 1000
出典）Arjun Makhijani/ Lois Chalmers/ Brice Smith（2005）,  pp.18-26 を参考に作成。  
注）ソ連は、1980 年代後半から 1990 年代にかけて、遠心分離法に全工場を転換した。  
（２）西ドイツの一次エネルギー消費量とエネルギー自給率
　ここからは、西ドイツにおけるエネルギー問題の中での原子力エネルギーの役割について
分析して行くことにする。以下の表 6 は、1960 年から 1990 年の西ドイツの一次エネルギー
消費量を原料別に表したものである。60 年代当初は、まだ石炭の役割が大きいが 1967 年に
石油によるエネルギー消費が石炭によるエネルギー消費を逆転し、最大となった。その後、
石油は二度の石油危機を経てもエネルギー消費量は首位であり続けている。しかし、1980
年からはその消費量を逓減させ、1990 年には、60 年代末の水準へと低下した。この背景に
は、70 年代からの天然ガスの消費の拡大と原子力の拡大が挙げられる。80 年代の石油・石炭・
天然ガス・原子力の消費比率は、概ね 4：3：2：1 である。そこには、西ドイツ政府のエネ
ルギー源の多様化戦略の一端が窺える。
表 6　西ドイツの一次エネルギー消費比率（単位：PJ（ペタジュール)）
年 石油 石炭 天然ガス 水力 原子力 その他 合計
1960 1311 4617 22 195 　 53 6198
1961 1585 4475 26 191 0 46 6322
1962 1965 4567 32 167 1 47 6779
1963 2377 4667 45 155 1 50 7294
1964 2747 4533 67 132 1 53 7535
1965 3173 4234 95 198 1 53 7754
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年 石油 石炭 天然ガス 水力 原子力 その他 合計
1966 3581 3823 115 243 3 52 7817
1967 3738 3633 155 231 13 48 7819
1968 4183 3714 262 229 18 49 8455
1969 4712 3856 375 194 50 46 9233
1970 5242 3735 530 245 61 57 9870
1971 5442 3505 692 188 59 62 9947
1972 5756 3353 882 237 91 64 10384
1973 6122 3438 1114 240 114 64 11093
1974 5519 3455 1348 217 120 64 10724
1975 5305 2959 1428 228 207 65 10192
1976 5741 3174 1506 132 232 67 10853
1977 5683 2992 1609 214 346 67 10911
1978 5958 3080 1753 193 346 70 11401
1979 6061 3338 1914 170 407 73 11964
1980 5443 3407 1863 222 420 80 11436
1981 4909 3460 1737 251 517 90 10964
1982 4682 3372 1592 238 613 98 10596
1983 4645 3399 1639 263 633 109 10689
1984 4631 3448 1724 200 892 126 11021
1985 4670 3384 1722 173 1206 128 11284
1986 4912 3248 1713 208 1134 124 11338
1987 4785 3129 1888 210 1234 127 11373
1988 4793 3114 1830 176 1375 137 11425
1989 4489 3102 1922 158 1412 137 11219
1990 4708 3109 2012 140 1383 144 11495
出典） Sachverständigenrat zur Begutachtung der gesamtwirtschaftlichen 
Entwicklung HP（http://www.sachverstaendigenrat-wirtschaft.de/index.
html（2014 年 6 月 20 日アクセス））の統計資料より作成。
　原子力に関しては、以下の図 3 にみるように、1973 年から一次エネルギー消費量の 1% を
超えた後、着実にその消費量を拡大させ、80 年代後半には消費量の 10% を上回るまでに成
長した。西ドイツでは、スリーマイル島とチェルノブイリ原発事故を契機に、反原発運動が
高まったとされるが、これらの運動の最中にも原発による発電エネルギーの消費は高まって
いた現実があったのである。さらに、その推移に西ドイツのエネルギー自給率を重ねて見る
と、自給率は 60 年代当初の約 90% の状況から、60 年代末に 50% 近くまで下がった後、10
年ごとに 10% ほど比率を下げ、1990 年にはエネルギー消費の約 3 分の 1 しか自給できない
状況が到来した。80 年代に入って、石炭産出の拡大が難しい中で、原子力への一定の依存
が模索されたことは想像に難くない。
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図 3　西ドイツの一次エネルギー自給率と原子力の消費に占める割合の推移
出典） 表 6 と同じ。
　本稿においては西ドイツを中心に分析しているが、参考までに 1990 年以降の統一ドイツ
の一次エネルギー消費量を、表 7 として挙げておく。
表 7　統一ドイツの一次エネルギー消費量（単位：PJ（ペタジュール)）
年 石油 石炭 天然ガス 再生可能エネルギー 原子力 その他 合計
1990 5217 5507 2293 196 1668 25 14905
1991 5525 4837 2409 197 1609 33 14610
1992 5612 4372 2382 207 1733 13 14319
1993 5731 4121 2520 228 1675 33 14309
1994 5681 4001 2567 253 1650 34 14185
1995 5689 3794 2799 275 1682 31 14269
1996 5808 3778 3132 270 1764 -6 14746
1997 5753 3660 2992 344 1859 5 14614
1998 5775 3573 3019 379 1764 10 14521
1999 5599 3440 3010 403 1855 16 14323
2000 5499 3571 2985 417 1851 78 14401
2001 5577 3582 3148 432 1868 71 14679
2002 5381 3590 3143 455 1798 60 14427
2003 5286 3649 3181 561 1801 122 14600
2004 5214 3557 3198 650 1822 150 14591
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年 石油 石炭 天然ガス 再生可能エネルギー 原子力 その他 合計
2005 5166 3403 3250 769 1779 191 14558
2006 5121 3540 3312 939 1826 100 14837
2007 4626 3630 3191 1117 1533 101 14197
2008 4904 3355 3222 1147 1623 130 14380
2009 4635 3003 3039 1201 1472 180 13531
2010 4684 3226 3171 1413 1533 190 14217
2011 4537 3297 2808 1486 1178 215 13521
出典） 表 6 と同じ。
　1990 年以降で特徴的なのは、東西ドイツの統一によって、石油と石炭の消費量が拡大し
たことである。石炭に関しては、70 年代の水準に戻り、石炭は戦後においては消費量が最
も大きくなった。しかし、この状況も徐々に低下の傾向を辿り、2011 年には 80 年代の水準
へと戻った。その中で、大幅に消費比率を拡大させたのが再生可能エネルギーであった。天
然ガスと原子力の消費水準が維持される中で、石油・石炭の代替エネルギー源となったのが
再生可能エネルギーであった。原子力に関しては、2001 年に最大となっており、当時の社
会民主党と緑の党は脱原発政策を推進していたが、それまでの原発を即時停止するのでは
なく、有効活用しながら、脱原発を実現しようとしていた現実路線が読み取れる。実際に
1986 年のチェルノブイリ原発事故当時の消費水準に戻るのは、20 年以上経った 2011 年の福
島第一原発事故の年であった。
（３）西ドイツの発電量の推移と発電のエネルギー源
　ここでは、西ドイツの発電量の推移と、その発電が何で担われているかを確認しておきた
い。図 4 は、西ドイツの発電量の推移である。おおよそ 40 年間で 10 倍の発電量に拡大した。
50 年代と 60 年代はそれぞれ 10 年間で 2 倍の発電量に拡大し、70 年代は二度の石油危機で
発電量が抑制されるが、1983 年からは再び拡大に転じた。
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図 4　西ドイツの発電量の推移（単位：100万kWh）
出典）ミッチェル編（2001）、564 ページ。
　以下の表 8 から 11 は、エネルギー別発電量の推移と全体の中での比率の変化である。50
年代（表 8）はまだ原子力発電所は稼働しておらず、石炭の中でも炭化の進んでいない褐炭や、
それよりも炭化の進んだ瀝青炭や無煙炭による発電が、全体の 7 ～ 8 割近くを占めている。
表 8　1950年代西ドイツの発電量とその全体の中での比率（単位100万トン、石炭換算）
年 石炭 石油 水力 その他 合計
1950 21.5 73.2 0.0 0.1 5.8 19.6 2.1 7.0 29.4
1951 24.2 76.4 0.0 0.1 5.5 17.3 1.9 6.1 31.7
1952 24.6 75.8 0.0 0.1 5.7 17.5 2.1 6.5 32.4
1953 26.5 78.9 0.2 0.6 4.8 14.4 2.0 6.1 33.6
1954 28.1 78.5 0.3 1.0 5.4 15.0 2.0 5.5 35.8
1955 29.7 78.0 0.4 1.0 5.7 14.8 2.3 6.1 38.1
1956 32.1 77.9 0.5 1.3 5.9 14.4 2.6 6.4 41.2
1957 34.5 79.6 0.6 1.3 5.4 12.6 2.8 6.4 43.3
1958 34.2 79.1 0.8 2.0 5.6 12.9 2.6 6.0 43.2
1959 36.4 81.1 1.3 2.9 4.5 10.0 2.6 5.8 44.9
出典） Arbeitsgemeinschaft Energiebilanzen HP（http://www.ag-energiebilanzen.de（2014 年 6 月
20 日アクセス））の資料より作成。
注）各エネルギー項目の左側が実際の発電量、右側が全発電量に占める割合。以下の表9～11も同じ。
　60 年代（表 9）になると、当時の新エネルギーである石油の発電での役割が増してきた。
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後半には、10% を超えるようになり、発電エネルギーとしての役割が高まることになった。
また 1961 年には原子力発電所も稼働を開始した。
表 9　1960年代西ドイツの発電量とその全体の中での比率（単位100万トン、石炭換算）
年 石炭 石油 水力 原子力 その他 合計
1960 38.4 80.9 1.3 2.7 5.1 10.8 - - 2.6 5.6 47.5
1961 40.2 81.2 1.9 3.7 5.0 10.0 0.0 0.0 2.5 5.0 49.6
1962 43.9 82.3 2.1 3.9 4.7 8.8 0.0 0.1 2.5 4.7 53.3
1963 46.7 82.6 3.0 5.3 4.5 8.0 0.0 0.0 2.0 3.6 56.5
1964 48.7 81.8 3.7 6.3 4.3 7.3 0.0 0.1 2.2 3.7 59.5
1965 48.1 77.6 5.1 8.2 5.4 8.8 0.0 0.1 2.5 4.0 61.8
1966 46.4 74.2 6.8 10.8 5.8 9.3 0.1 0.2 2.5 4.0 62.5
1967 47.5 74.6 6.3 9.9 5.6 8.8 0.4 0.7 2.8 4.3 63.6
1968 50.4 73.3 7.0 10.2 5.6 8.1 0.6 0.9 3.3 4.7 68.7
1969 54.7 71.4 8.5 11.0 4.8 6.2 1.7 2.2 4.1 5.3 76.6
出典） 表 8 と同じ。
　70 年代（表 10）に入ると、いよいよ原子力の役割が拡大して行くことになった。これは
1973 年と 1979 年に起きた石油危機の影響が大きい。両年ともに、石油の発電への投入量は
抑えられ、原子力発電の役割が拡大していることが窺える。1977 年には、石油比率を原子
力比率が上回り、西ドイツの発電における原子力への依存が高まった。
表10　1970年代西ドイツの発電量とその全体の中での比率（単位100万トン、石炭換算）
年 石炭 石油 水力 原子力 その他 合計
1970 55.2 67.3 10.6 12.9 5.9 7.2 2.1 2.5 3.9 4.8 82.1
1971 59.5 68.8 10.8 12.5 4.5 5.2 2.0 2.3 4.1 4.7 86.4
1972 60.7 66.1 12.1 13.1 4.4 4.8 3.1 3.4 4.2 4.6 91.9
1973 42.0 62.7 12.8 13.0 5.0 5.0 4.0 4.0 4.8 4.9 99.0
1974 62.4 60.8 8.7 8.5 5.7 5.6 4.1 4.0 5.7 5.6 102.7
1975 55.0 55.9 8.6 8.7 5.4 5.5 7.1 7.2 4.8 4.9 98.5
1976 64.6 59.8 9.7 9.0 4.4 4.1 7.9 7.3 5.0 4.6 108.0
1977 61.4 56.7 8.3 7.7 5.6 5.2 11.8 10.9 4.6 4.2 108.4
1978 64.8 56.8 8.8 7.7 5.8 5.1 11.8 10.4 4.0 3.5 114.0
1979 67.4 56.1 7.9 6.6 5.8 4.8 13.9 11.6 4.9 4.1 120.1
出典） 表 8 と同じ。
　80 年代（表 11）は、西ドイツの原子力発電が飛躍した時代であった。1985 年には電力生
産の 3 割を原子力が担うようになり、発電の主要エネルギー源としての地位を確立した。通
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常、西ドイツでは 80 年代には緑の党が連邦議会に進出し、環境運動が高まる時期であるが、
実際の電力発電は原子力への依存を高めていたのである。
表11　1980年代と1990年の西ドイツの発電量とその全体の中での比率（単位100万トン、石炭換算）
年 石炭 石油 水力 原子力 その他 合計
1980 69.3 58.2 7.1 6.0 5.9 5.0 14.3 12.0 4.9 4.1 119.1
1981 72.3 60.6 5.4 4.5 6.3 5.3 17.6 14.8 4.3 3.6 119.3
1982 72.3 60.8 4.8 4.0 6.2 5.2 20.9 17.6 4.0 3.4 119.0
1983 75.4 62.5 3.5 2.9 5.9 4.9 21.6 17.9 3.8 3.2 120.6
1984 75.4 58.8 2.6 2.0 5.8 4.5 30.4 23.7 4.5 3.5 128.2
1985 70.9 53.9 3.0 2.3 5.4 4.1 41.1 31.2 4.4 3.3 131.6
1986 70.6 54.2 3.9 3.0 5.7 4.4 38.7 29.7 4.3 3.3 130.3
1987 68.9 51.8 3.9 2.9 6.3 4.7 42.0 31.6 4.1 3.1 133.1
1988 67.8 49.3 3.7 2.7 6.3 4.6 46.9 34.1 4.7 3.4 17.7
1989 68.5 48.8 3.3 2.3 5.8 4.1 48.2 34.3 4.9 3.5 140.5
1990 71.0 49.9 3.2 2.2 5.5 3.9 47.2 33.2 5.1 3.6 142.3
出典） 表 8 と同じ。
（４）石炭の生産と輸出入推移
　周知のようにドイツでは石炭が豊富に産出され、それが第二次世界大戦後もエネルギー供
給の柱となってきた。以下では、その石炭の生産の推移と輸出入動向を確認しておくことに
したい。なぜなら、このエネルギー源の柱の石炭の動向は、当然それ以外のエネルギー源で
ある原子力などに影響を与えたからである。
　石炭は炭化度の高さで分類されるが、炭化度の高いものを無煙炭、低いものを褐炭と分類
している。表 12 に見るように、無煙炭生産量に関しては、1949 年の西ドイツ成立から 10
年で 1.4 倍の伸びを示している。褐炭生産も 1.3 倍の伸びである。1952 年に成立したヨーロ
ッパ石炭鉄鋼共同体によるヨーロッパ市場の誕生はこの生産の拡大を後押しした。輸出入状
況は、50 年代前半は、輸出超過であるのに対し 1955 年からは一転して輸入超過である。こ
れは、輸出量の安定からもわかるように、ドイツ国内での石炭需要が高まったことに起因し
ている。これは 50 年代の経済の奇跡と呼ばれる高度経済成長が影響しているのであろう。
しかし、1959 年になると再び輸出超過となり、表 13 に見るように、その状況は 70 年代ま
で継続することになった。
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表12　1949年〜1959年の西ドイツ石炭生産と輸出入動向（単位：100万トン）
年 無煙炭生産 褐炭生産 輸入 輸出 輸入量 -輸出量
1949 103 73.8 3.099 13.189 -10.09
1950 111 77.4 5.089 15.74 -10.651
1951 119 84.9 10.148 13.655 -3.507
1952 123 85.2 12.407 12.7 -0.293
1953 124 86.2 10.103 14.168 -4.065
1954 128 89.5 9.121 17.003 -7.882
1955 131 92.2 16.931 13.186 3.745
1956 134 97 19.757 12.844 6.913
1957 133 98.7 22.567 13.573 8.994
1958 133 95.5 17.21 12.614 4.596
1959 142 95.4 9.576 16.565 -6.989
出典）ミッチェル編（2001）、429、482 ページ。
　表 13 に表れているように、60 年代になると、無煙炭生産に関しては、1961 年を頂点に生
産量は減少して行った。褐炭生産に関してはその頂点は1976年となった。輸入と輸出ともに、
その安定期に入り、多少の上下動はあるものの、平均して 800 万トン程度の輸出超過が継続
する時代となった。
表13　1960年代と70年代の西ドイツ石炭生産と輸出入動向（単位：100万トン）
年 無煙炭生産 褐炭生産 輸入 輸出 輸入量 -輸出量
1960 142 98 8.072 19.515 -11.443
1961 143 99 8.281 19.002 -10.721
1962 141 103 9.029 19.857 -10.828
1963 142 108 9.986 18.551 -8.565
1964 142 113 8.659 15.804 -7.145
1965 135 104 8.451 14.919 -6.468
1966 126 99.2 8.156 17.248 -9.092
1967 112 97.7 7.998 18.773 -10.775
1968 112 102 7.079 21.466 -14.387
1969 112 108 7.959 18.693 -10.734
1970 111 108 10.241 16.874 -6.633
1971 111 105 8.574 15.011 -6.437
1972 102 110 8.233 13.888 -5.655
1973 97.3 119 8.36 14.673 -6.313
1974 94.9 126 7.2 18.363 -11.163
1975 92.4 123 7.894 15.195 -7.301
1976 89.3 135 7.536 13.48 -5.944
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年 無煙炭生産 褐炭生産 輸入 輸出 輸入量 -輸出量
1977 84.8 123 7.968 15.019 -7.051
1978 83.9 124 8.039 19.548 -11.509
1979 86.3 131 9.379 16.334 -6.955
出典）ミッチェル編（2001）、429、433、482、484 ページ。
　これが 80 年代になると、表 14 に見るように、石炭生産量自体が逓減に向かい始め、輸出
入に関しても、1985 年からは継続して輸入超過の時代となった。この状況が直接、他のエ
ネルギー源の活用を模索する契機になったとまでは言えないものの、チェルノブイリ原発事
故後であっても、西ドイツが原子力を一定程度維持した要因の一つになったことは推察され
る。
表14　1980年代の西ドイツの石炭生産と輸出入動向（単位：100万トン）
年 無煙炭生産 褐炭生産 輸入 輸出 輸入量 -輸出量
1980 87.1 130 11.266 13.539 -2.273
1981 88.5 131 13.049 12.458 0.591
1982 89 127 13.316 10.919 2.397
1983 82.2 124 11.775 11.631 0.144
1984 79.4 127 11.462 11.975 -0.513
1985 82.4 121 12.333 9.714 2.619
1986 80.8 114 12.492 8.1 4.392
1987 82.4 109 10.357 6.841 3.516
1988 79.3 109 9.077 5.806 3.271
1989 77.4 110 6.501 6.022 0.479
出典）ミッチェル編（2001）、433、484 ページ。
Ⅱ　ドイツ原子力関連研究の近年の動向
　第Ⅱ節においては、主にラートカウ（2012）と本田（2012）を参考に、西ドイツの原子力
政策の展開をまとめるとともに、その中から今後取り組むべき研究課題を明らかにしたい。
（１）1945 年から 1961 年にかけて
　第二次世界大戦後、ドイツは四大国による分割占領下におかれた。四大国とは、アメリカ、
ソ連、英国、フランスである。それぞれが占領地区を管轄する形でドイツ占領が開始したの
である。当然ながら、そうした占領下において、ドイツの原子力研究は禁止され、戦前の原
子力研究からの空白期間が生まれることになった。しかし、それも 1949 年に米英仏の占領
地区が、西ドイツとして樹立され、1955 年に主権を回復すると、原子力研究も再開が許可
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されることになった 2）。
　原子力研究の再開を受けて、1955 年に西ドイツでは連邦原子力問題省（Bundesministerium 
für Atomfragen）が設置された。翌 56 年からは第一次原子力計画（対象年次 56 年～ 62
年）が実行に移されることになり、同年には政府の諮問機関として、産官学の代表から構成
されるドイツ原子力委員会（Deutsche Atomkommission）が設置された。この組織がその
後、原子力研究や原子力発電推進の際には、その安全確保の役割を任されたのである。そ
の一方で、1959 年には、原子力の促進を目標とするドイツ原子力フォーラム（Deutsches 
Atomforum）が産官学の代表から結成され、原子力の推進役を担って行くことになったの
である 3）。
　また、こうした原子力関係の機関や組織が設立される中で、1957 年に西ドイツの原子力
研究者が、ドイツの連邦軍の核武装に反対するゲッティンゲン宣言を発表する。これは西ド
イツの核武装に反対を唱える一方で、民生用と軍事用の核技術の分離の可能性を唱ったもの
で、これ以降西ドイツでは民生用の原子力開発は加速して行くことになった 4）。その結果、
西ドイツの電力会社も原子力発電へと参入をしていくことになった。その最初の事例が、ラ
インウェストファーレン電力とバイエルン電力によってアメリカの GE（General Electric）
に共同発注されたカール原発である。このカール原発は、1961 年に送電を開始し、1985 年
まで稼働を続けた。出力は 16MW と非常に少ないが、送電可能な西ドイツの原発は、この
カール原発をその出発点としたのである 5）。
（２）1961 年から 1979 年にかけて
　1961 年に西ドイツにおける初の送電を開始したものの、60 年代の原子力発電はそれほど
拡大しなかった。その理由の一つは、石油という当時の新エネルギーの拡大である。それま
でドイツの電力需要は 8 割近くが石炭でまかなわれていたが、この 10 年間で 7 割まで低下し、
その代わりに 10% 近くは石油でまかなわれるようになった。その中で原子力は 60 年代の大
半は電力供給 1 % にも満たない状況が続いたのであった 6）。
　そうした中で 69 年には、ドイツの電気・機械企業であるジーメンス（Siemens）と AEG
（Allgemeine Elektricitäts-Gesellschaft） が政府の支援を受けて KWU（Kraftwerk Union）
を設立、その技術の国産化を目指すことになった。ジーメンスは、アメリカのウェスティン
グハウスとの DWR に関するライセンス協定を 70 年に更新せず、AEG も GE との SWR に
関する技術提携を 73 年に終了し、それまで培った原子炉技術は KWU によって純国産化が
目指されることになった。しかし、安全性で劣る SWR を中心に生産していた AEG は、原
発事業での利益が出せず、77 年には KWU 株式を全てジーメンスに売却することになった。
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これにより、ドイツの原発製造はジーメンスに担われることになったのである 7）。70 年代
に稼働する原発は、DWR と SWR の割合が拮抗しているが、80 年代に入ると安全性への配
慮もあり、そのほとんどは DWR に偏っていった 8）。
　この時期の原子力政策の展開としては、西ドイツの首相交代の影響を考える必要がある。
63 年のアデナウアーからエアハルトへの首相交代は、ゴーリストからアトランティカーへ
の交代であり、原子力政策に関しても、フランスとの協調路線から、アメリカとの協調路
線への転換であった。実際に、この時期辺りからアメリカの軽水炉技術の導入が本格化し
て行った。事実、60 年代後半に稼働する原発の大半は軽水炉であった 9）。その後の 66 年
からの大連立政権を経て、69 年からのブラント率いる SPD と FDP による連立政権が成立
するが、この政権も原子力発電の利用に積極的であった。首相のブラントは、1972 年に原
子力研究の管轄省庁を改組し、連邦研究技術省（Bundesministerium für Forschung und 
Technologie）とした。その後、原子力推進派であったシュミットが首相の座に就くと、石
油危機への対応もあって、原発の建設が加速することになった。当時のエネルギー計画の
目標では、1985 年には発電量の 40% を原子力でまかなうとされた。実際にはそこまで発電
量をまかなうことはできなかったものの、SPD が中心となって策定したエネルギー計画は、
西ドイツの原子力依存を大幅に高めたのである 10）。
（３）1979 年以降の展開と今後の研究課題
　1979 年のスリーマイル島の事故、1983 年の緑の党の連邦議会進出、1986 年のチェルノブ
イリ原発事故は、この時期の西ドイツの原子力政策に決定的な影響を与えたと言われている。
確かに、1980 年代は、70 年代に計画された原子力発電の拡大は実現せず、この時期の水準
を頂点に、1990 年のドイツ統一後の原子力発電の抑制の時代へと繋がって行った。以上の
西ドイツ原子力政策の進展を時期区分すると概ね三つの時期に分けられる。まず 1949 年か
ら 1961 年の時期は、研究・開発期間と位置づけられる。次に 1961 年から 1974 年は、拡大
準備期間と言える。そして、1974 年から 1990 年を拡大期と捉えられる。まずはこの三期間
に分類した上で、今後の研究を積み重ねて行くことにしたい。
　以下では、これまでの統計や政策の展開の整理の中から、重要と思われる今後の研究課題
を挙げることにする。第一点目が、原子力発電の拡大において誰が主要な役割を担ったかで
ある。原子力発電の拡大において、主体となるのは、行政府、電力企業、原子炉製造企業で
あるが、これまでの先行研究では、行政府の政策の展開などに焦点が当てられて来ており、
民間企業の動向は、部分的に言及されるのみであった。特に 1974 年以降、原発の建設が拡
大する中で、民間企業の動向を分析することは、一つの課題となるであろう。ラートカウは、
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西ドイツの原子力発電の発展において「まずエネルギー産業だが、長きにわたって、ここに
イニシアチブがなかったことは明白である」と断じているが 11）、西ドイツでの電力の原子
力依存は 30% まで高まった事実を考えると、官民一体で原発を推進する力の存在を考えざ
るを得ない。検討の余地は大きいと言える。
　第二点目が、原子力発電の原料となるウラン調達と濃縮の問題である。西ドイツではほと
んどウランは産出されなかった。50 年代から 60 年代にかけては、濃縮ウランをアメリカか
ら調達していたようであるが 12）、この時期はヨーロッパ原子力共同体（Euratom）の結成
の時期でもある。既に濃縮技術開発を進めていたフランスや英国からの濃縮ウランの調達
や、西ドイツ独自のウラン濃縮技術の開発も検討されなければならない 13）。原子力発電の
問題を論じる際に、原料の最終処分問題は取り上げられることが多いが、原子力発電の拡大
を考察するためには、ウランの調達と濃縮の問題を正面から取り上げることが必要不可欠で
ある 14）。
　第三点目は、結局のところ西ドイツ経済にとっての原子力発電は何であったのかというこ
とである。70 年代以降は、エネルギー政策の柱を担う発電方法として原子力発電は拡大した。
しかし、それは結局 2011 年に放棄されることとなった。経済成長に欠かせない電力を、原
子力発電に依存するという政策は間違った選択であったのであろうか。一定の拡大とそこか
らの撤退を経験しているドイツの原子力産業の展開の過程やその意義を問い直すことは、西
ドイツの戦後経済発展を捉え直す上で重要な視角となる。
おわりに
　本稿は、今後の西ドイツ原子力産業研究の準備のために執筆された。今後は、対象時期と
テーマをより限定することで、まだまだ明らかにされていないドイツ原子力発電の発展とそ
こからの撤退について迫って行くことにしたい。
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